
更新申請登録

一時保存が正常に終了しました。

法人番号 9100005011767   
 最新情報取得

半角数字13桁で入力


申請者様のステータスによって、gBizINFO
から自動で法人情報が取得できない場合があ
ります。その場合、お手数ですが、直接ご入
力いただくようお願いいたします。

ミラサポからの情報取得 


・ミラサポへ情報が登録されている場合、一部項目から情報を取得できます。

・「ミラサポからの情報取得」ボタンを押下した際に、正しく値が反映されない場合があります。内容が誤っている場合は、再度入力してください。

事務所又は法人名 特定非営利活動法人 知恵と考働 ・利用可能な文字について

代表者の役職 代表理事

代表者の氏名 田島　郁男 
  
旧姓での登録を希望  

・氏名は代表権を持つ者の氏名を記載するこ
と。
・旧姓を使用している場合は旧姓を記載する
こと（この場合、旧姓及び戸籍上の氏名が分
かる書類を添付すること）。姓と名を1マス
空けて入力してください
・利用可能な文字について

戸籍名 戸籍　太郎 ・利用可能な文字について

事務所の郵便番号 〒 390 
 －  0822

・住所は登記簿謄本上の本店の所在地を記載
すること（表記は登記簿謄本と揃えるこ
と）。
・郵便番号は半角で入力事務所の住所

都道府県 長野県

市区町村 松本市

番地 神田1丁目27番34号

事務所の郵便番号（公開
用） 〒 390 
 －  0822 上記住所をコピー 
　　 ・郵便番号は半角で入力

・本項目に入力された住所が認定経営革新等
支援機関検索システムに公開されます。
・帳票にビル名や部屋番号の記載がない場合
で、公表を希望する方は、こちらにご記載く
ださい。
・帳票に記載されたビル名や部屋番号の公開
を希望しない場合、こちらには記載しないで
ください。

事務所の住所（公開用）

都道府県 長野県

市区町村 松本市

番地 神田1丁目27番34号

TEL（公開用） 09041703575 半角数値で入力（ハイフン「-」不要）

FAX（公開用） 0312345678 半角数値で入力（ハイフン「-」不要）

開業日 平成   27  年  12  月  16  日 
年月日は半角数字で入力登記簿謄本の法人設
立の日を記載すること

ログアウト

申請/届出者分類

選択 内容入力 内容確認 内容登録

添付書類

アップロード 申請/届出完了

gBizINFOからの情報取得

事務所の所在地

申請/届出 本人情報 マニュアル FAQ お問い合わせ

https://www.ninteishien.go.jp/mypage/NSK_LoginIndex
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000249Zt
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000249Zt
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000249Zt
https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea
https://www.ninteishien.go.jp/mypage/secur/logout.jsp?
https://www.ninteishien.go.jp/mypage/FaqSearch
https://www.ninteishien.go.jp/mypage/UserInquiry?id=0052r000001eEIfAAM


相談受付窓口E-Mail i.i.tajima@wine.ocn.ne.jp  公開  非公開 半角で入力

所在地等の情報掲載先 https://www.chie-to-koudou.com

・経営革新等支援業務を行う全ての事務所の所在地、電話番号等の連絡先を記載すること。
・所在地は登記されていることが必要となります。
・上記事務所の所在地、連絡先等に関する情報が掲載されたWebページのリンク先がある場合には、そのURLを記載すること。

・支店/支部/商工会の数が30を超える場合については、事務所の所在地、連絡先等が記載された資料を添付してください。

　→添付ファイルの取得とアップロード方法はこちらを参照
・記載された支店/支部/商工会名、住所、連絡先(メールアドレス以外)は、「認定経営革新等支援機関検索システム」で公表します。メールアドレスは、公開／非公開を選択く
ださい。
・郵便番号、TEL、FAX、メールアドレスは半角で入力すること。

ミラサポからの情報取得 


・ミラサポへ情報が登録されている場合、一部項目から情報を取得できます。

・「ミラサポからの情報取得」ボタンを押下した際に、正しく値が反映されない場合があります。内容が誤っている場合は、再度入力してください。

No. 支店名 住所 連絡先

1
●●支店

削除

〒 123  －  4567

都道府県 --なし--

市区町村 ●●市

番地 ●●　●－●－●

TEL 0312345678

FAX 0312345678

ホームページ https://nsk_hp.co.jp/

メールアドレス xxxxx@xxx.co.jp

 公開  非公開

追加

経営革新等支援業務の内容

（1）	 経営状況の分析、事業計画の策定支援

（2）	 生産管理・品質管理計画の策定支援

（3）	 人材育成の支援

（4）	 販路開拓・市場分析の支援

（5）	 金融・財務の支援

・具体的に行っている経営革新等支援
業務の内容を記載すること
＜例＞
経営状況の分析、事業計画の策定支
援・実行支援　など・なお、登記簿謄
本の「目的」欄において経営革新等支
援業務を行うことが読み取れることが
必要です。
詳細はこちらを参照

・実際に主として経営革新等支援業務を遂行する部署等の統括責任者、統括責任者を補佐する者及び前者の下で当該支援業務に従事する者（担当主任）の氏名を記載すること。
・利用可能な文字について

No. 役割 氏名

1 統括責任者 坂井　三郎

2
統括補佐

削除
宮林　公一

3
担当主任

削除
安部　孝

4
統括補佐

削除
真野　正敏

5
統括補佐

削除
塚田　伸一

追加

事務所の所在地
（支店）

経営革新等支援業務に関する事項

経営革新等支援業務の実施体制

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K100000104cPmEAI
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K10000010y6iKEAQ
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000249Zt


・[氏名(戸籍上氏名)]欄は｢JIS第1水準、第2水準の文字｣に変換せず､登記簿謄本通りに記載すること。戸籍上氏名が旧字等で入力ができない場合は､ひらがなで入力すること｡

・住所は、各人の自宅の住所を記載すること。
・登記簿謄本に記載された役員全員を記載すること（役職の表記は登記簿謄本の記載に合わせること）
・姓と名を1マス空けて入力してください。（フリガナ・氏名）

・役員の人数が20名を超える場合については、役員情報が記載された資料を添付してください。

　→添付ファイルの取得とアップロード方法はこちらを参照
・これらを証明する書類として登記簿謄本（履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書）を添付すること。
・年月日、郵便番号は半角数字で入力すること。

ミラサポからの情報取得 


・ミラサポへ情報が登録されている場合、一部項目から情報を取得できます。

・「ミラサポからの情報取得」ボタンを押下した際に、正しく値が反映されない場合があります。内容が誤っている場合は、再度入力してください。

No.

フリガナ
氏名
（戸籍上フリガナ）
（戸籍上氏名）

役職 性別 生年月日 自宅の住所

1

マノ　マサトシ

真野　正敏

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

副代表理事 男

昭和   22  年

8  月  18  日

〒 399  －  8204

都道府県 長野県

市区町村 安曇野市豊科高家

番地 6785番地

2

タジマ　イクオ

田島　郁男

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

代表理事 男

昭和   15  年

10  月  16  日

〒 390  －  0822

都道府県 長野県

市区町村 松本市神田

番地 1丁目27番34号

3

ミヤバヤシ　コウイチ

宮林　公一

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

副代表理事 男

昭和   23  年

1  月  23  日

〒 184  －  0015

都道府県 東京都

市区町村 小金井市貫井北町

番地 5丁目23番7号

4

アベ　タカシ

安部　孝

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

理事 男

昭和   21  年

11  月  15  日

〒 390  －  0871

都道府県 長野県

市区町村 松本市桐

番地 2丁目2番3号

5

ツカダ　シンイチ

塚田　伸一

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

理事 男

昭和   23  年

2  月  28  日

〒 398  －  0001

都道府県 長野県

市区町村 大町市平

番地 8040番地187

その他の経営革新等支援業務の実施体制に関する事項

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K100000104cPlEAI


6 コイワイ　カズタカ

小岩井　一孝

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

理事 男 昭和   29  年

11  月  9  日

〒 390  －  0847

都道府県 長野県

市区町村 松本市笹部

番地 ４丁目18番14号

7

マツザワ　ケンゾウ

松澤　憲一

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

理事 男

昭和   19  年

4  月  21  日

〒 399  －  8251

都道府県 長野県

市区町村 松本市大字島内

番地 3567番地グランヴィ島内111

8

マノ　カズコ

真野　和子

旧姓での登録を希望  

( コセキ　タロウ )

( 戸籍　太郎 )

削除

監事 女

昭和   26  年

11  月  26  日

〒 399  －  8204

都道府県 長野県

市区町村 安曇野市豊科高家

番地 6785番地

追加

実施体制

当法人の実施体制として、本店に統括責任者を補佐する者及び当該経営革新
等支援業務を行う者を配置している。

　なお、本実施体制で取り扱うことが出来る相談内容は、創業支援・事業計
画作成支援・事業承継・M&A・生産管理/品質管理・販路開拓・人材育成・
人事/労務・金融/財務といった領域となる。

・統括責任者、統括責任者を補佐
する者及び当該支援業務を行う者
（担当主任）がいる部署及び支店
名と、その窓口となる部署名を記
載すること。
・また、各支店/支部/商工会が、
統括責任者のいる部署と連携し
て、どのように支援体制を構築し
ているか等を記載すること。
・記入例詳細はこちらを参照

実施体制
（相談内容）

創業等支援 事業計画作成支援 経営改善

事業承継 Ｍ＆Ａ 事業再生

生産管理・品質管理 情報化戦略 知財戦略

販路開拓・マーケテ
ィング

マッチング 産学官等連携

人材育成 人事・労務 海外展開等

ＢＣＰ作成支援 物流戦略 金融・財務

当該項目は政府のホームページ
「認定支援機関等一覧」および
「認定経営革新等支援機関検索シ
ステム
」に掲載されます

基本方針への適合
Ⅰ．経営革新等支援業務を実施
した中小企業者等に対する案件
のフォローアップについて

   
以下を実施していることを確認し、チェックを入れてください。


経営革新等支援業務を実施した中小企業等に対する案件のフォローアップを実施す
る。特に、補助金等（国又は地方公共団体から交付された補助金、負担金、利子補
給金その他相当の反対給付を受けない給付金をいい、これらを財源として国又は地
方公共団体以外の者から交付されるものを含む。 ）の申請に係る支援を実施した
場合は、補助事業期間（当該補助金等の交付を受ける期間をいう。 ）及びその後
の一定期間において、当該中小企業等の事業の遂行についてのフォローアップを着
実に実施する。

基本方針への適合
Ⅱ．経営革新等支援機関相互の

   
以下を実施していることを確認し、チェックを入れてください。


その他（自由記載） 新技術開発支援、新製品開発支援、経営管理支援

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K10000010y8Bv
https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea


連携、外部支援機関等の知見の
活用について

経営革新等支援業務を実施するにあたり、その円滑かつ効果的な実施の観点から、
認定経営革新等支援機関相互の連携を図るとともに、外部支援機関（独立行政法人
中小企業基盤整備機構、独立行政法人日本貿易振興機構、認定情報処理支援機関
等）等の知見を活用し、中小企業者等に対し専門性の高い支援を行う。

基本方針への適合
Ⅲ．中小企業等に対する会計の
活用を通じた経営力の向上につ
いて

   
以下を実施していることを確認し、チェックを入れてください。


経営革新等支援業務を実施する際に、中小企業等に会計の定着を図り、会計の活用
を通じた経営力の向上を図る。また、中小企業等が作成する計算書類等の信頼性を
確保して、資金調達力の向上を促進させることが、中小企業等の財務経営力の強化
に資すると判断する場合には、中小企業等に対し、 「中小企業の会計に関する基
本要領」又は「中小企業の会計に関する指針」その他の会計ルールに拠った信頼性
のある計算書類等の作成及び活用を推奨することにより、財務状況の見える化、経
営改善を図る。

・決算書（B/S、P/L）の写し３期分を添付すること

（記載内容が添付資料で確認できることが必要）。
・千円未満は切り捨てで記入すること
＜過去３期で1回でも赤字決算がある場合＞

・欄外に赤字となった理由を記載すること。
・赤字がある期分（1期赤字なら1期分）は「赤字の期分の収支予測」「赤字理由」「収支予測の根拠」を記載してください。入力欄は、赤字決算がある場合に自動で出力され
ますので、そちらに記載してください。
＜法人設立以後３期に満たない場合＞
・「開業／設立以降３期に満たない」にチェックを付ける。
・決算書３期分を提出できない場合は
こちら を必ず御確認下さい。尚、申請書類として決算書を提出していただくこととしている観点から、１期分の決算は必要とします。開
業から１期を経過しておらず１期分の決算書がない場合（３期分全てが収支予測となる場合）は、個別に状況をお伺いさせていただくこととなります（個人事業主から法人成り
し、事業基盤を引き継いでいる場合など）ので、事前に主たる事務所の所在地を管轄する
経済産業局まで必ず御相談ください。

・以後３期分の収支見込みを記載するとともに、当該数値の根拠を記載すること。下記赤字決算がある場合に使用する記載例と同様に記載すること。具体的な記載については
こちらを御確認下さい。
＜申請日が開業日以降 2 年未満の場合＞

・年度、金額は半角数字で入力すること。
・赤字の場合は「-（半角マイナス）」を数字の前に入力すること。（全角マイナスや▲は不可）


ミラサポからの情報取得 


・ミラサポへ情報が登録されている場合、一部項目から情報を取得できます。

・「ミラサポからの情報取得」ボタンを押下した際に、正しく値が反映されない場合があります。内容が誤っている場合は、再度入力してください。



開業/設立以降3期に満たない

申請前決算済３期の売上高、経常利益、当期純利益及び純資産（単位：千円）

    令和   1  年度   令和   2  年度   令和   3  年度    

 売上高   5242  （千円） 8341  （千円） 7757  （千円）

 経常利益   305  （千円） -540  （千円） 692  （千円）

 当期純利益（税引き
後）

  305  （千円） -540  （千円） 692  （千円）

 純資産（資産ー負債）   283  （千円） -257  （千円） 435  （千円）

令和2年度が赤字の理由

・売上高は、前年比約3百万円増加したものの、別事業の農作業改善プロジェ
クトで実施した農機具開発に係る技術開発経費等が大幅に増加したため、当
年度は赤字になってしまいました。

収支予測（単位：千円）

    令和   4  年度    

 売上高 8000  （千円）  

 経常利益 600  （千円）  

 当期純利益（税引き後） 600  （千円）  

 純資産（資産ー負債） 1035  （千円）  

事業基盤

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000235e0EAA
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/index.htm
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000235e0EAA


令和4
年度

収支予測の根拠

・令和4年度は、前年度重点的に実施した農作業改善活動もほぼ順調に推移
し、予定した成果も出せつつあります。関係する経費等も計画内で納められ
そうなため、前年並みの実績は、ほぼ達成できる見込みです。

・専門的知識を有していることの証明のため、以下のいずれかを入力いただく必要があります。
　　①経営革新等の策定を行う際に主たる支援者として関与した計画（3件必要）

　　②中小企業大学校の理論研修を修了した旨
　①を入力する場合は「計画」を、②を入力する場合は「中小企業大学校」をプルダウンから選択してください。
・経営革新計画等とは具体的には、「経営革新計画」「経営力向上計画」「地域資源活用事業計画」「異分野連携新事業分野開拓計画」「農商工等連携事業計画」「中小企業承
継事業再生計画」が挙げられます。ただし、「経営力向上計画」については、最大１件までしか実績として認めません。
・認定の更新の際の対象については、上記に加え、「ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金」「経営改善計画策定支援事業」「早期経営改善計画策定支援事業」
「先端設備等導入計画」「事業承継税制」「事業承継・引継ぎ補助金」等が挙げられます。
・中小企業大学校の「理論研修」を終了した場合は、「計画の内容」の欄に、「指定された理論研修に合格」と記載し、受講後に実施される試験に合格した旨の証明書の写しを
添付すること。その場合は、「認定日」欄に合格した日を記載すること。
・認定日の年月日、郵便番号は半角数字で入力すること。
・「主たる支援者として関与した計画」について、関与先の代表者からの証明書（支援者からの関与を有する証明書）を用意すること。
・また、国や県から認定を受けた計画の「認定書」の写しを添付すること。
・認定書に記載された番号及び認定日を転記し、認定を受けた都道府県名も記載すること。
・新規申請の際に記載した中小企業大学校の理論研修の内容を再度更新申請で記載しないこと。
・利用可能な文字について

計画 支援者からの関与を有する証明書・様式ダウンロード

一時保存をした上で、上記のボタンを押すと、「支援者の関与を有する証明書」のみの印刷が可能です。

No. 主たる支援者の氏名 計画の内容 認定番号 認定日

1


真野　正敏
有限会社二木工業に係るものづくり・商業・サービス生産性向上促
進補助金

--なし--

R120100014

令和   4  年

9  月  28  日

法人名 証明者　氏名 証明者　役職 住所

有限会社二木工業 二木　正之 代表取締役社長

〒 399  －  8303

都道府県 長野県

市区町村 安曇野市穂高

番地 4557番地

実務経験の内容
 現状把握、課題抽出・解決、実施効果予測、申請書の作成等の全ての業務。採択され、交付決定（令和4年9月28日交
付決定）

No. 主たる支援者の氏名 計画の内容 認定番号 認定日

2


塚田　伸一
アカネ工業株式会社に係るものづくり・商業・サービス生産性向上
促進補助金

--なし--

R120080087

令和   4  年

3  月  18  日

法人名 証明者　氏名 証明者　役職 住所

アカネ工業株式会社 曾根川　郁雄 代表取締役社長

〒 386  －  1104

都道府県 長野県

市区町村 上田市福田

番地 356番地

実務経験の内容
 内製比率を高める活動や加工時の傷発生等の品質改善に係る支援を致しました。更に、もの補申請書の内容および作
成支援を致しました。

経営革新計画等の策定を行う際に、主たる支援者として関与した計画と実務経験の内容（支援者からの関与を有する証明書）

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K2r00000249Zt


No. 主たる支援者の氏名 計画の内容 認定番号 認定日

3


真野　正敏
株式会社羽生田鉄工所に係るものづくり・商業・サービス生産性向
上促進補助金

--なし--

R120050073

令和   3  年

5  月  13  日

法人名 証明者　氏名 証明者　役職 住所

株式会社羽生田鉄工所 羽生田　豪太 代表取締役社長

〒 381  －  0012

都道府県 長野県

市区町村 長野市柳原

番地 2433番地

実務経験の内容
 炭素繊維強化樹脂の市場マーケット情報の収集と分析等を行い、提供致しました。更に、もの補申請書の内容および
作成支援を致しました。

＜「実務経験の内容」の記載例＞
　こちらを参照
＜実務経験年数が不足する場合＞
・中小企業大学校の「実践研修」を受講することで補填することも可能。
・その場合、「実務経験の内容」の欄に、（実践研修として）「指定された研修に合格」と記載し、受講後に実施される試験に合格した旨の証明書の写しを添付すること。
・「実務経験年数」には合格した日を記載すること
＜補足＞
・実務経験年数の開始日は前回認定日以降の日付としてください。

実務経験の件数および年数は半角数字で入力すること

No. 実務者の氏名 所属部署 実務経験の内容 件数 実務経験年数

1 真野　正敏 副代表理事

経営状況分析、事業計画
策定支援・実行支援、経
営革新計画等の支援




指定された研修に合格

5  件

平成   30  年  1  月から

令和   4  年  10  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

2
塚田　伸一

削除
理事

経営状況分析、事業計画
策定支援・実行支援、経
営革新計画等の支援




指定された研修に合格

12  件

平成   30  年  1  月から

令和   4  年  3  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

3
宮林　公一

削除
副代表理事

経営状況分析、事業計画
策定支援・実行支援、経
営革新計画等の支援




指定された研修に合格

3  件

平成   30  年  1  月から

令和   4  年  3  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

  合計　満　13年　4ヶ月

追加

＜「実務経験の内容」の記載例＞
　こちらを参照
＜実務経験年数が不足する場合＞
・中小企業大学校の「実践研修」を受講することで補填することも可能。
・その場合、「実務経験の内容」の欄に、（実践研修として）「指定された研修に合格」と記載し、受講後に実施される試験に合格した旨の証明書の写しを添付すること。
・「実務経験年数」には合格した日を記載すること
＜補足＞
・実務経験年数の開始日は前回認定日以降の日付としてください。

実務経験の件数および年数は半角数字で入力すること

No. 実務者の氏名 所属部署 実務経験の内容 件数 実務経験年数

実務経験証明書（経営革新等支援業務に係る１年以上の実務経験）

--なし

--なし

--なし

実務経験証明書（中小企業等に対する支援に関し、３年以上の実務経験）

https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K10000010y749
https://www.ninteishien.go.jp/FaqDetails?Id=a0K10000010y8DNEAY


1 真野　正敏 副代表理事 経営相談、マーケティング、現
場改善

指定された研修に合格

12  件 平成   30  年  4  月から

令和   4  年  10  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

2
塚田　伸一

削除
理事

販路開拓支援、経営相談

指定された研修に合格

18  件

平成   30  年  4  月から

令和   4  年  3  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

3
宮林　公一

削除
副代表理事

経営相談、助成金取得支援、

指定された研修に合格

4  件

平成   30  年  4  月から

令和   4  年  3  月まで

合格日

  30  年  1  月  23  日

  合計　満　12年　7ヶ月

追加
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